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改修技術 No. 12202101 
 

性能分野 環境・省エネルギー性能 

大分類 日射遮蔽性の向上 

中分類 開口部の日射遮蔽性の向上／サッシの日射遮蔽性の向上 

技術の名称 庇・ルーバー等の設置 

改修技術の概要 

【改修工事の主な内容】 

・開口部の日射遮蔽が講じられていない場合、夏期および中間期において、建物室内の温度上

昇をまねき快適性が損なわれるほか、冷房エネルギーの大幅な増加の要因となる。 

・サッシおよびガラスに遮蔽性能の高いものを使う技術や、屋根・霧除け庇・ルーバーなどを

利用して開口部から侵入する日射をさえぎる技術などがある。 

・窓際の日射による輻射熱（温熱）の低減、冷房エネルギーの低減に効果がある。 

・緑のカーテンなど緑化による日射遮蔽も有効。 

 

【各工法の特徴】 

①庇等の設置 

・庇の無い窓に新たに庇を設置する。 

・庇を設置する方位と出寸法によって夏期

の日射遮蔽効果は変化する。方位に応じ

て適正に計画することが重要。 

・太陽高度が低い時間帯で受照面となる、

東および西面では効果が期待できない。

南面の開口部では太陽高度が高くなる

ため庇等の効果は期待できる。 

・冬期においては、太陽高度が低くなるため、

日射取得量が庇によって大きく損なわれる

ことはない。 

②外付けルーバー等の設置 

・開口部の外部にルーバーやブラインドを設

置し日射を遮蔽する。 

・外付けルーバーは通風を確保しながら日射

をさえぎることができ、外付けブラインド

は、角度を調整することで室内へ光を導き、

昼光利用の観点からも省エネが図れる。 

・庇と異なり全方位にわたって効果が期待で

きる。 

・外付ルーバー、外付ブラインドなどの開口

部の日射遮蔽部材には外付けと内付け部材

があるが、外付け部材に比べて内付けの部材では、窓を透過して日射遮蔽部材の表面にあた

る熱のほとんどは室内で放熱されるため、あまり効果的ではない。 

 

【適用事例】 

・軽量で設置が容易なアルミ庇などが販売されている。 
 
・共同住宅に外付ブランインドを施工した事例 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

＜出典：「自立循環型住宅への設計ガイドライン」

（一財）建築環境・省エネルギー機構＞

＜出典：東邦レオ(株)＞

＜出典：「自立循環型住宅への設計ガイドライン」

（一財）建築環境・省エネルギー機構＞

＜出典：(株)共和＞ 

＜出典：東邦レオ(株)＞ 
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共
同
住
宅
の
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イ
プ
ご
と
の
技
術
の

適
用 

技術の種類 
□調査・診断技術 
■改修技術（□劣化を補修する技術 ■性能を向上させる技術） 

共同住宅の

タイプごとの

適用可能性 

S55 年以前供給 中層階段室・壁式（総プロＡ１） 使われる可能性が相当ある 

S55 年以前供給 高層・ラーメン（総プロＡ２） 使われる可能性が相当ある 

S56～H2 年供給（総プロＢ） 使われる可能性が相当ある 

H3～12 年供給（総プロＣ） 使われる可能性が相当ある 

H13 年以降供給（総プロＤ） 使われる可能性が相当ある 

（補足）― 

常にセットで利用 

される技術 
― 

技術が適用される 

建物の部位 

■共用部分 

（□躯体・外壁 □屋根 ■建具 □設備・配管等 ■その他共用部） 

□専有部分 

（□設備・配管 □その他専用部部分） 
設置・運営等で建築基準法以外に注意すべき主な法令がある設備 
（             ） 
□注意すべき主な法令（         ） 

団地で適用した場合

のメリット 

□住棟まわりの土地が利用できること（仮設以外）（           ） 

□まとまった土地が利用できること（仮設以外）（           ） 

■住宅の数が多く密度が高い（同じ寸法の部材を多数発注できる   ） 

□特定の設備があること（          ） 

足場の設置が必要 
■必要 □不要 

（                            ） 

工
事
に
よ
る
居
住
者
へ
の
影
響

数日以上居住

できない住戸が

発生 

□該当 ■非該当 

（                            ） 

一時的な影響

が発生 

□断水などライフラインが一時的に利用不可  

■振動 ■騒音 ■粉塵 □臭気 

□その他専有部分又は専用使用部分に対する制限 

（          ） 

工事後に続く影

響が発生 

□専有部分又は専用使用部分の使用に対する制限（               ） 

■日照・採光等への影響（開口部への日射を遮る  ） 

当該技術が利用される

工事 

■計画修繕工事（□劣化の補修 ■性能の向上） 

■耐震改修工事（□耐震性の向上 ■他の性能の向上） 

技術的限界 ・高層階では風圧の影響で、適用できない場合がある。  

参
考
資
料 

技術情報 ・「既存住宅の省エネ改修ガイドライン」（一財）建築環境・省エネルギー機構 

価格情報 ・「建築コスト情報」(一財)建設物価調査会 
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